
伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金交付要綱 
（目的） 

第１条 この要綱は、脱炭素社会の実現に寄与することを目的として、ネット・

ゼロ・エネルギー・ハウスを導入した者に対し、予算の範囲内において伊勢

原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金（以下「補助金」という。）を

交付することについて、伊勢原市補助金等の交付規則（昭和５５年規則第１

９号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 
第２条 この要綱において、「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」とは、外皮

の断熱性能の向上、設備の省エネルギー性能の向上及び再生可能エネルギー

の活用等により、年間の空調（暖房・冷房）、給湯、換気及び照明設備に係る

一次エネルギー消費量（その他の一次エネルギー消費量（家電分等）を除く。）

の収支がゼロになることを目指した住宅をいう。 
（交付の対象） 

第３条 補助金の交付の対象とする者は、前条に定めるネット・ゼロ・エネルギ

ー・ハウスの所有者とし、次の各号のいずれにも該当する者とする。 
(1) 本市に住民登録を有する者で、市税の滞納がないもの 

(2) 補助金の交付を申請する日の属する前年度の２月１６日から補助金の交

付を申請する日の属する年度（以下「当該年度」という。）の２月１５日ま

での間に市内にネット・ゼロ・エネルギー・ハウスを新築し、若しくは購

入し、又はネット・ゼロ・エネルギー・ハウスに改築した者。ただし、太

陽光発電システム等の再生可能エネルギー発電設備が導入されていないも

のを除く。 

(3) 国又は神奈川県から前号のネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの導入に

ついて、次のいずれかの補助金の交付決定を受けた者。ただし、国又は県

の補助金を補助金対象建築物の建築工事請負契約により請負った者等の補

助金対象建築物の申請日現在の登記名義人以外の者が補助金の交付決定を

受けた場合は、この限りでない。 

 ア 環境省の戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化支

援事業の補助金 

 イ 経済産業省のネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業の補助金 

 ウ 国土交通省のこどもエコすまい支援事業又は子育てエコホーム支援事

業のＺＥＨに関する補助金 

 エ 国土交通省の地域型住宅グリーン化事業のＺＥＨに関する補助金 

 オ 神奈川県ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金 

 カ その他の国のネット・ゼロ・エネルギー・ハウスに関する補助金 



（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、１００，０００円とする。 

（申請の受付期間） 

第５条 補助金の交付の申請の受付期間は、当該年度の３月１５日までとする。

ただし、３月１５日が日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する休日（以下これらを「休日等」という。）に当

たる場合は、その日後においてその日に最も近い休日等でない日とする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、伊

勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金交付申請書（第１号様式）に

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 国又は神奈川県から受けた補助金交付決定通知書の写し 

  (2) 国又は神奈川県の補助金を施工事業者が得た場合は、当該事業者と本市

補助金の申請者との間で締結された契約書（この号において、国又は神奈

川県の補助金交付決定通知を受けた施工業者と申請者との建設工事請負契

約書（変更契約書含む。）をいう。）の写し及び領収書（この号において当

該建設工事請負契約書（変更契約書含む。）に基づき支払われた対価に相当

する領収書をいう。）の写し。 

(3) 建築物省エネルギー性能表示制度（ＢＥＬＳ）評価書（ネット・ゼロ・エ

ネルギー・ハウスの認証を受けたもの）の写し及びＢＥＬＳ評価書に基づ

く施工証明書（第２号様式） 

 (4) 建物の登記事項証明書又はその写し 

(5) 家全体の外観が確認できるカラー写真 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金交付の

可否について、伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金交付（不交

付）決定通知書（第３号様式。以下「交付決定通知書」という。）により、申

請者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第８条 補助金の交付を受けようとするときは、伊勢原市ネット・ゼロ・エネル

ギー・ハウス補助金交付請求書（第４号様式）に交付決定通知書の写しを添え

て、市長に提出しなければならない。 

 （協力） 

第９条 補助金の交付を受けた者は、市長から当該住宅のエネルギー使用状況

の報告等を求められたときは、積極的に協力するものとする。 

 （交付決定の取消し） 



第１０条 市長は、補助金の交付決定後に申請者が次の各号のいずれかに該当

することが判明した場合は、補助金の交付決定を取消し、当該申請者に対して、

既に交付した補助金の全部又一部を返還させることができる。 

 (1) この要綱の規定に違反したとき。 

 (2) 提出書類に虚偽の事実を記載し、又は補助金の申請に関し、不正な行為が

あったとき。 

(3) 国又は県の補助金の交付決定の取下げ又は取消しがあったとき。 

附 則（令和５年３月３１日告示第５４号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日告示第６７号) 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 



第１号様式（第６条関係）

住　　所

フリガナ

氏　　名

電話番号

メールアドレス

　６条の規定に基づき関係書類を添えて申請します。

１　申請内容交付申請額

２　申請事項に関する同意(次の欄は、本人が必ず自署してください。)

 (1) 国又は神奈川県から補助金の交付を受けたことを証する交付決定通知書の写し

 (4) 建物の登記事項証明書又はその写し

 (5) 家屋全体の外観が確認できるカラー写真

   者と申請者との建設工事請負契約書（変更契約書含む。）をいう。）の写し及び領収

　　　　年　　月　　日昭和・平成

１００,０００円

   書（当該建設工事請負契約書（変更契約書含む。）に基づき支払われた対価に相当す

　　同要綱第３条第１号の規定による市税に滞納がないことの確認のため、納税状況の調査
  に同意します。

住 所

郵便番号

伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金の交付を受けたいので、交付要綱第

伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金交付申請書

 (3) 建築物省エネルギー性能表示制度(ＢＥＬＳ)評価書(ネット・ゼロ・エネルギー・ハ
   ウスの認証を受けたもの)の写し及びＢＥＬＳ評価書に基づく施工証明書（第２号様式)

【担当者】　　　　　　　　　　　　　　　　【メールアドレス】

【会社名】　　　　　　　　　　　　　　　　【電話番号】

 (2) 国又は神奈川県の補助金を施工業者が得た場合は、当該事業者と本市補助金の申請

３　手続代行者名（本人が手続をする場合には、記載なし）

名 前

生年月日

４　添付書類

 　　   　　　年　　　月　　　日

   者との間で締結された契約書（国又は神奈川県の補助金交付決定通知を受けた施工業

   る領収書をいう。）の写し

　（宛先）伊勢原市長　殿



 

第２号様式（第６条関係） 

 

ＢＥＬＳ評価書に基づく施工証明書 

 

  年  月  日 

（宛先）伊勢原市長 殿 

 

請負者又は販売者 所在地                     

名 称                     

代表者                  ㊞   

個人印ではなく代表者印又は会社印の押印が必要です。 

 

 

           様邸につきましては、  年  月  日付で交付を受けましたＢＥ

ＬＳ評価書のとおり施工したことを証明します。 

 

 

評価書交付番号：                    

 

住宅の引渡し又は工事完了日：    年   月   日 

 

  



 

第３号様式（第７条関係） 

 

伊勢原市指令(     )第   号  

 

伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金交付（不交付）決定通知書 

  

  

                         住 所 

                                                        

                         申請者氏名 

                                                                 

 

    年  月  日付けで申請のありました伊勢原市ネット・ゼロ・エ

ネルギー・ハウス補助金については、次のとおり交付（不交付と）することに

決定しましたので、通知します。 

 

   年  月  日 

 

              伊勢原市長                       印 

 

１ 交 付 金 額   １００，０００円 

 

※不交付の場合 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に市長に対して審査請求をすることができます。 

また、この処分の取り消しを求める訴えをする場合は、この処分の通知を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に、市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長

となります。）、提起することができます（なお、処分を知った日から６か月以内であ

っても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなく

なります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、その審

査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起することが

できます。 

 

（事務担当は、       ）  



第４号様式（第８条関係） 

○印  

 
伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金交付請求書 

 
年  月  日 

 
伊勢原市長 殿 

 
住所                  

 
請求者氏名               

 
 
 交付決定のありました伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金の交付を受け

たいので、関係書類を添えて申請します。 
 
１ 交付決定通知額                      千円 

  
２ 既交付額                         千円 

  
３ 今回交付請求額                      千円 

  
４ 未交付額                         千円 

  
５ 添付書類 

   伊勢原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス補助金交付決定通知書の写し 
 
 ６ 振込先 

金融機関名 
           銀行・金庫           支店・支所 
           組合              出張所 

預金種別 
普通  ・  当座 
その他 

口座

番号 
       

フリガナ  

名義人 
 

  ※振込先が本店、本所の場合は、○を付けずに本店、本所とのみ記載してください。 


